
特 集   相 続 と 個 人 金 融

いる。若年成人と比較すると、高齢者の多くが

持ち家に住んでいることを考えれば、近い将来

においては数多くの住宅の相続が発生すること

が考えられる。このような住宅の相続が経済に

対してどのような影響を与えているのかは議論

しておく必要があるだろう。Mankiw and Weil 

（1989） を参考にすれば、不動産市場において、

多くの住宅の相続が発生し、相続された住宅が

売りに出されることで住宅の供給が増加し住宅

の価格が下落することが考えられる。この仮説

が成立するか否かについては、多くの先行研究

において議論が行われている（Engelhardt and 

Poterba 1991, Hort 1998, Takats 2012, Mizuta 

et al. 2016）。一方で家計レベルでの相続の影響

を対象にした先行研究の多くにおいては、金融

1　はじめに
　日本においては、被相続人の住宅が遺産とな

ることが多い。住宅は一般に高価であり、また

流動性が低い等の特徴を持った資産・耐久消費

財であることを考えれば、ある世帯が住宅を相

続することは、その経済活動に固有の影響を与

えるだろう。特に、将来において親の住宅を子

供が相続するか否かは、相続人である子供の住

宅需要の形成に大きな違いをもたらすことが考

えられる。住宅は生活を営んでいく上で必要不

可欠な財であり、親の住宅をどのように活用す

るかで、家計の住宅にかかる支出は大きく変化

する。

　また、近年の先進国においては各国ともに高

齢者の割合が多くなっていることが指摘されて
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傾向の一つの理由として、住宅を遺産として残そ

うとする高齢者の意思があることを考えている。

　日本において住宅が一般的な遺産となる理由

については、住宅を遺産として子供に相続させ

ようとする伝統的な慣習があることが指摘され

ている。加えて、高齢者が持ち家を手放せない

理由としては、リバースモーゲージが普及して

いないことや、高齢者向きの賃貸住宅の供給が

整備されていないという高齢者住宅市場の問題

があることも指摘されている（Venti and Wise 

2000, Mitchell and Piggott 2004）。さらに、相続

税制上で住宅による相続が優遇されていること

が、住宅を遺産とすることにつながっているこ

とも考えられる（山崎 2017）。特に相続人が相続

した住宅に居住した場合には、税制上 2）さらな

る優遇措置を受けることになる。親子間の相続

を考えたときのその最たる例としては、小規模

宅地等の特例 3）がある。小規模宅地等の特例が

適用されれば、相続人は住宅の相続に対する課

税を大幅に減免させることが出来る。しかし、こ

資産の相続が家計の消費や資産蓄積、あるいは

経済格差に対してどのような影響をもたらすの

かを分析している。しかし、住宅が遺産として

家計レベルの行動に対してどのような影響を与

えているのかを分析した研究の蓄積は十分では

ない 1）。本稿では、子供が親の住宅を相続する

期待があるかに着目し、この相続期待が子供の

住宅の取得に対してどのような影響を与えてい

るのかを、ミクロデータを用いて、定量的に分

析する。

　図 1 に示されているように、日本において持

ち家率は年齢とともに上昇しており、高齢持ち

家世帯の多くにおいて子供がいる。世帯主年齢

60 歳以上の世帯について見ると、80% を超える

世帯が持ち家に住んでいることがわかる。アメ

リカなどとは異なり、高齢者世帯において持ち

家率が低下せず、むしろ上昇する日本の傾向は

特異なものであることがいくつかの研究で指摘

されている（Ishikawa and Yajima 2001, Chiuri 

and Jappelli 2010）。石野（2011）では、このような
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の中でも、特に言及されているのが利他動機と

交換動機の存在である。子供の効用が高ければ

親の効用も高くなるというのが利他動機であり、

特に子供が経済的支援を必要としている局面に

おいて、援助を行うことが期待される（Altonji 

et al. 1997）。Light and McGarry（2004）によれ 

ば、親が子供に遺産を残す動機としてもこの利

他性が挙げられることが示されている。次に、

子供が親の介護などを行うといった、親の意図

した行動をしたことの報酬として所得・資産の

移転を行うのが交換動機である（Bernheim et 

al. 1985）。日本やアメリカのデータからも、この

交換動機により、遺産が形成されることが示さ

れている（Horioka 2002, Brown 2006）。住宅が必

需品であることから、死ぬまで住宅を保有する

必要があるという予備的動機に基づいて、住宅

が遺産になっていることも考えられる。しかし、

石野（2011）においては、利他動機や交換動機に

より、住宅を遺産として子供に相続させようと

する意思が形成されることが確認されている。

　以上を踏まえて、本稿では、新たに子供が自

分で費用を負担して持ち家を購入しようとする

行動に対して、親の住宅を相続することの期待

の有無がどのような影響を与えるのかを推定す

る。もし、親の住宅を相続することで住宅にか

かる生涯の費用を削減しているのであれば、住

宅の相続期待によって、自己負担による新規の

住宅購入をしなくなっていることが考えられる。

推定にあたっては、住宅を相続する期待の内生

性を考慮する必要がある。例えば、交換動機に

基づいて親が住宅を子供に残すか否かを決めて

いる場合、子供が親の住宅に住むか、あるいは

親の介護を行うか否かというような、子供の意

思決定によって相続期待の有無が変化する可能

性がある。このような場合、子供の意思決定と

相続期待の有無の間に同時性が生じていること

の特例が適用されるためには、自ら購入した住

宅には居住することが出来ず 4）、被相続人の生

前に、相続する予定の住宅において被相続人と

同居 5）する必要性が生じる。ゆえに、相続人は、

この特例が適用されることを考え、相続予定の

住宅に居住することを予定するようになってい

る可能性がある。

　特に住宅を通じた親子間の所得・資産の移転

を考えるにあたっては、遺産による相続以外に

も、住宅を購入する際の贈与・親子の共同購入 

といったことについても考えなければならない 6）。

小規模宅地の特例などから遺産としての住宅は

税制面で優遇されているのと同様に、住宅購入時

の親から子供への金銭の贈与も税制面で優遇さ

れており（森泉・直井 2006）、近年さらにこの優

遇措置は拡大されている。このような子供の住宅

購入時における、親の経済的支援は、子供の住宅

需要の形成と密接にかかわっている（Engelhardt 

and Mayer 1998, Guiso and Jappelli 2002）。

　日本における子供の住宅購入額と購入時の親

からの生前贈与の関係について定量分析を行っ

た Yukutake, Iwata and Idee（2015）においては、

親から受け取る金額が大きくなったとしても、

住宅の購入額の増加にはつながらないことが示

されている。このことから、子供は親からの住

宅に関する資産移転を受けることで住宅に関す

る費用を削減しようとしている可能性が考えら

れる。一般的な家計においては、住宅購入にか

かる費用を工面するために、金融資産の貯蓄や

消費を節約する必要がある。この節約を避けて、

住宅に関する支出を削減するために、自分で住

宅を購入せず親の住宅に住み続けるように子供

が行動することも考えられる。

　上記のような、親から子供への所得・資産の

移転がなぜ起こるのかについては、多くの先行

研究で分析が行われている。これらの先行研究
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かれたパラメータを解釈する。最後に、第 4 節

では、分析結果から示唆される経済メカニズム

と今後の課題について議論する。

2　データ
　本研究の実証分析では、日本の家計の詳しい

調査を行っている日本家計パネル調査および慶

應義塾家計パネル調査（JHPS/KHPS）をデータ

として用いる。KHPS は、2004 年 1 月から実施

されている年次のパネル調査であり、初回調査の

対象者は、2004 年 1 月時点で満 20 歳から 69 歳

の全国に居住する男女で、調査対象者数は 4,005

名（予備対象含む）となっている 7）。2005 年以

降は初回調査の回答者への継続調査を各年 1 月

に実施している。JHPS は、2009 年 1 月から実施

されている年次のパネル調査であり、初回調査

の対象者は、2009 年 1 月で満 20 歳以上の全国

に居住する男女で、調査対象者数は 4,022 名（予

備対象含む）となっている。どちらの調査も層

化 2 段階抽出法を用いて、無作為抽出が行われ

ており、調査対象者は両調査で重複していない。

両パネル調査は 2014 年以降、調査項目などを統

一し、合併した形で運営されている。本研究では、

KHPS の 2005 年から 2013 年の調査と、JHPS と

KHPS が統合された JHPS/KHPS の 2014 年から

2017 年の調査を併せて定量分析を行う。

　将来、両親の住んでいる住宅を相続する期待

の有無に関する調査は KHPS 初回の 2004 年版

より毎年行われており、本研究ではこれを分析

に使用する。ただし、初回の 2004 年版では、自分

以外の名義の持ち家住宅に住んでいる調査対象

者に対してのみこの調査を行っていたが、2005

年版以降は全調査対象者に対して調査を行って

いる 8）。加えて、2015年以降のJHPS/KHPSでは、

親の住宅を相続する期待がある場合には、相続

後にその住宅に住み続ける予定があるかを調査

になる。本研究では、これに対処するために、

操作変数を用いた 2 段階最小二乗法を用いて分

析を行っている。第 1 段階では、親から住宅を

相続する期待の有無を被説明変数とする回帰分

析を誘導形で行う。続いて、第 2 段階においては、

子供の住宅に関する意思決定の回帰分析を行い、

ここで第 1 段階の推定から得られた相続期待の

予測値を説明変数として用いている。この結果

から、親の住宅を相続するという期待があると、

子供は自ら費用を負担して住宅を購入しなくな

る可能性が示唆された。

　以上のことから、本稿の主な貢献としては以

下の二つのことが挙げられる。第一には、親か

ら住宅を相続する期待が、どのように子供の住

宅取得行動に影響を与えたかを明らかにしてい

ることが挙げられる。日本においては住宅が遺

産として扱われ、また近年の少子化により、兄

弟の数が減少するため、将来的には子供の大半

が住宅を相続することが予想される。このよう

な状況において、本稿の分析結果を踏まえれば、

これからの住宅需要は住宅ストックの新規蓄積

よりも、既存の住宅ストックの利用につながる

ことが示唆される。第二には、親から子供への

資産・所得移転を考えるにあたって、住宅を通

じた親の生前からの効果を考慮していることが

挙げられる。これまでの親子間の資産・所得移

転を分析した研究では、多くの場合、実際に移

転が行われた後の影響に焦点をあてて議論が行

われてきた。しかしながら、本稿の分析結果か

らは、遺産としての親の住宅は、実際に相続す

る前から、子供世帯の行動に対して影響を与え

ている可能性が示唆されている。

　本稿の構成は以下のようになっている。次の

第 2 節においては、定量分析で用いるデータや

変数の設定について示す。第 3 節では、回帰分

析を行い、そこで用いられる手法を説明し、導
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　表 1 は JHPS/KHPS2017 年調査時点の子供世

帯における各居住形態の分布と居住形態ごとの

親の住宅の相続期待の有無、および相続後に親

の住宅に住む予定の有無の割合を示している。

表から 2017 年時点では、自らが費用を負担し

た持ち家に住んでいる世帯が多いことが分かる。

また、親が費用を負担した持ち家に住んでいる

子供世帯において、親の住宅の相続を期待して

いる割合や親の住宅に相続後に住む予定の割合

が高くなっていることも示されている。ただし、

その一方で、自らが費用を負担した持ち家に住

んでいる子供世帯においては、相続期待が有る

世帯や相続後に親の住宅に住み続けることを考

えている世帯が少ないことが表されている。

　本研究では、新たに子供が自分で費用を負担

して持ち家を購入するという意思決定に対し

て、親の住宅を相続するという期待がどのよう

な影響を与えるのかを明らかにしたい。このた

め、自らが費用を負担した持ち家以外の居住形

態の子供世帯を対象として、一年後に自らが費

用を負担した持ち家へと遷移する確率を被説明

変数とする回帰分析を行いたい。表 2 は JHPS/

KHPS2005 年調査から 2017 年調査までのデータ

を用いて求めた、観察期間中に、自らが費用を

負担した持ち家以外の居住形態の子供世帯が、

1 年後に自らが費用を負担した持ち家へと移り

変わった割合を示している。一般的には、若い

ころは親の持ち家住宅や借家に住んでいること

している。親の住宅を相続することによって得

られる経済的効果としては、将来親の住宅に住

み続けることができる以外にも、親の住宅を相

続後に売却することができるというような資産

が増加する効果も考えられる。親の住宅に住み

続けることの効果を、より明示的に示すために

も、この相続後に親の住宅に住むという予定が、

子供の住居の取得行動に与える影響も本研究で

は分析する。

　さらに、JHPS/KHPS では、持ち家の調査対象

者について、その住宅の建物部分と土地部分を

取得する際の費用構造を 2004 年版から毎年調査

している 9）。この調査から、親と子のどちらが

費用を負担して持ち家を購入しているのか 10）、

あるいは親子で購入時の費用を分担しているの

かがわかる 11）。

　各家計における住宅取得に際しての費用構造

を考えるに当たっては、どのような持ち家あ

るいは借家に住むのかという居住形態の選択

が重要な問題となる（Horioka 1988, Seko and 

Sumita 2007）。本研究では、持ち家については、

その取得費用負担の構造別で分類する。ゆえに、

子供の住宅としては、以下の 4 つの居住形態を

考えている。

　1. 親が費用を負担した持ち家に住む

　2. 子供世帯が費用を負担した持ち家に住む

　3. それ以外の費用構造の持ち家に住む

　4. 借家に住む

表 1　各居住形態と親の住宅の相続の割合

居住している割合 親の住宅の相続を期待
している世帯の割合

親の住宅を相続後に住
む予定の世帯の割合

（N=4,288） （N=4,154） （N=4,141）
親の持ち家 16.95% 55.18% 37.35%
子供が費用負担した持ち家 36.61% 22.63% 3.32%
その他持ち家 27.19% 34.90% 11.85%
借家 19.24% 28.57% 4.24%

（出所）日本家計パネル調査 / 慶應義塾家計パネル調査 2017 年版
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率を推定するにあたって、線形確率モデルを考

え、標準的な最小二乗法（OLS）による推定に

加えて、2 段階最小二乗法（2SLS）を用いてこ

の内生性に対処する。2SLS においては、親の住

宅の相続期待には直接影響を与えるが、子供世

帯が自ら費用を負担して持ち家を取得する行動

には、相続期待を介してのみ影響を与える操作

変数を用いて推定を行う。2SLS における、第 1

段階目として以下の（1）式のように住宅の相続

期待が有る確率の推定を、OLS から行う。

　ここで、yit はある子供世帯 i の t 期における

住宅の相続期待の有無を表すダミー変数であり、

期待がある場合には 1 の値をとる。また、zit は操

作変数を、xit はコントロール変数、εit は誤差項

を示している。本研究では、操作変数として、

調査対象者の兄弟の数および兄弟の数と女性ダ

ミーの交差項、父親の最終学歴が中学校か否か

（中学校卒業ダミー）という 3 つの変数を考えて

いる。ある人の介護サービスは、他の人の介護

サービスをクラウド・アウトすること（Brown 

2006）や、相続人が多くなると、遺産をもらい

づらくなることを兄弟の数の効果として想定し

ている。また、日本では伝統的に男の兄弟が親

の老後の世話を行うことが多く（Wakabayashi 

and Horioka 2009）、交換動機を考えれば住宅な

どの遺産を受け取る傾向があることが考えられ

る。このことを考慮するために、兄弟数と女性ダ

が多いが、年齢が高くなるにつれて、自ら費用

を負担して持ち家を購入し、住宅市場における

新規の持ち家需要を形成するようになってく

ることが考えられる（Clark and Mulder 2000, 

Yamada 2006）。

　子供世帯の住宅取得行動を回帰分析するため

には、子供の住宅取得行動に影響を与えそうな、

親の住宅の相続期待以外の子供世帯の属性につ

いてコントロールする必要がある。本研究では、

このような子供の属性として、世帯年収、子供

が大卒か否か、性別、年齢、結婚しているか否か、

孫の数 、居住地域、居住市町村の規模を考えた。

また、次節では親の住宅の相続期待の内生性を

考慮するために、操作変数として兄弟数や父親

の最終学歴が中学校か否かを分析に加えている。

3　推定
　本研究では、新たに子供世帯が自ら費用を負

担して持ち家を購入することに対して、親の住

宅を相続することの期待の有無がどのような影

響を与えているのかを定量分析する。このため、

本節では他の居住形態から 1 年後に、子供が自

ら費用を負担した持ち家へと遷移する確率を被

説明変数として、親の住宅を相続する期待の有

無をダミー変数として説明変数に含む回帰分析

を行う。

　このような回帰分析を行うにあたっては、親

の住宅を相続する期待の内生性について考慮す

る必要がある。本研究の回帰分析では、子供世

帯が自ら費用を負担して持ち家へと遷移する確

表 2　子供が費用負担した持ち家への遷移割合
親の持ち家に住んでいる世帯 その他持ち家に住んでいる世帯 借家に住んでいる世帯

一年後に自らが費用を負担した持ち家に遷移した割合 6.23% 12.43% 2.60%
N 8,410 12,993 11,870

（出所）日本家計パネル調査 / 慶應義塾家計パネル調査 2005-2017 年版

Pr（yit=1）=zit 'γ1+xit 'β1+εit  　　　　　　（1）
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る。Pr

〉

（yit=1）は、1 段階目の推定から得られた、

住宅の相続期待が有る確率の予測値である。uit

は誤差項である。

　表 3 は、上記の子供世帯が自ら費用を負担し

た持ち家へと遷移する確率を被説明変数として、

回帰分析した結果を表している。第 1 列が OLS

を用いた推定結果であり、第 2 列が 2SLS を用い

た推定結果である。今回の 2SLS の推定において

用いた操作変数が、適切な性質を保っているか

を議論するために、弱操作変数と過剰識別の検

定を行っている。弱操作変数の検定については、

推定されたクラッグ・ドナルド F 検定統計量は

109.67 であり、Stock and Yogo（2005）の検定か

らは、弱操作変数であるという帰無仮説は有意

に棄却できる。また、過剰識別の検定において

は、操作変数の有意な内生性は得られなかった。

これらの検定の結果からは、今回の操作変数に

関して統計上有意な問題は見られなかった。

　親の住宅の相続期待の効果については、両推

定において負に有意な効果が表されている。つ

まり、親の住宅の相続期待が有ると、子供世帯

は自ら費用を負担して持ち家を取得することは

ミーの交差項を操作変数に加えた。さらに、一

般的には学歴と生涯所得や資産形成には強い相

関があることが言及されており、学歴が高いほ

ど持ち家住宅に住んでいることが考えられる。

親が住宅を保有していなければ、その子供に住

宅を残すことはできないため、親の学歴は住宅

の相続の有無に影響を与えると考えた。

　続いて第 2 段階では、第 1 段階の結果から推

定された親の住宅の相続期待が有る確率の予測

値を説明変数に含め、以下の（2）式のように、

子供世帯の居住形態が自ら費用を負担して持ち

家に遷移する確率を推定している。この分析を

行うにあたっては、子供が費用負担した持ち家

への遷移確率を考えるために、1 年前の居住形

態が親の持ち家、それ以外の持ち家、および借

家の世帯に限定している。

　ここで、vit は自ら費用を負担した持ち家に住

んでいる場合には 1 の値をとるダミー変数であ

表 3　子供世帯が自ら費用を負担して持ち家を取得する確率の推定結果

被説明変数 : 自己負担による持ち家への遷移確率 OLS 2SLS
係数 （標準誤差） 係数 （標準誤差）

親の住宅の相続期待ダミー −0.0468 （0.0039）*** −0.2096 （0.0381）***
世帯年収（1000 万円） 0.0392 （0.0046）*** 0.0447 （0.0059）***
大卒ダミー −0.0139 （0.0045）*** 0.0022 （0.0064）
女性ダミー −0.0080 （0.0040）** −0.0203 （0.0050）***
年齢 −0.0021 （0.0010）** 0.0005 （0.0013）
年齢の二乗 /100 0.0020 （0.0010）** −0.0024 （0.0015）
配偶者ダミー 0.0378 （0.0045）*** 0.0361 （0.0052）***
孫の数 −0.0016 （0.0019） −0.0019 （0.0022）

N 28,422 21,267
クラッグ・ドナルド F 検定統計量 - 109.67***
過剰識別検定の検定統計量 - 4.057

（出所）日本家計パネル調査 / 慶應義塾家計パネル調査 2005 - 2017 年版
（注 1）括弧内の標準誤差の値にはホワイト修正を行っている。
（注 2）*, **, *** はそれぞれ 10%, 5%, 1% の有意水準を示している。
（注 3）説明変数は表中のもの以外に子供世帯の居住地域、子供世帯の居住地域の都市規模をそれぞれダミー変数として用い

ている。

Pr（vit=1 － vit-1=0）
=Pr （yit=1） γ2+x'itβ2+uit   （2）
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と、いくつかの理由が考えられる。親の住宅に

親の死後も住み続けて、住宅にかかる費用を削

減しようとしていることが考えられる。しかし、

その一方で、例えば親の死後にその住宅を売却

して、その売却で得た資金で持ち家を購入する

というような、住宅の相続を期待することで、

自ら費用を負担した持ち家の取得タイミングを

遅らせていることも考えられる。本研究では、

この理由を特定するために、追加的に親の住宅

の相続を期待する場合に、相続した住宅に住み

続ける予定の有無が自ら費用を負担した持ち家

への遷移確率に与える影響についても、同様の

モデルを用いて回帰分析を行っている。

　表 4 は、相続した住宅に住む予定の有無をダ

ミー変数として説明変数に含めて、回帰分析を

行った結果を表している。第 1 列が OLS を用い

た推定結果であり、第 2 列が、相続した住宅に

住む予定の有無を内生変数として、2SLS を用い

た推定結果である。表 3 の推定と同様に、操作

変数に対して弱操作変数と過剰識別の検定を行

っている。弱操作変数の検定については、推定

しなくなることが示唆されていることになる。

加えて、OLS ではこの相続期待の効果は、期待

が無い世帯と比較して、平均的に 4.7% ほど自

ら費用負担した持ち家に遷移する確率を下げる

ことが示されている。これに対して 2SLS では、

この効果はおよそ 21% となっており、OLS の効

果と比較して非常に大きな効果があることが示

されている。今回分析に用いた操作変数に問題

が無いとすれば、住宅の相続期待の内生性があ

る場合には、この相続期待の絶対的効果は過少

推計されていることになる。

　その他のコントロール変数の推定結果につい

ては、世帯年収や女性ダミー、配偶者ダミーが

両推定において有意な効果が得られている。世

帯年収や配偶者ダミーが正の効果であることや、

女性ダミーが負の効果であることは、これまで

の居住形態の選択や住宅の取得に関する多くの

先行研究による定量分析の結果と整合的な結果

である。

　なぜ親の住宅の相続期待が有ると自ら費用を

負担して持ち家を取得しなくなるのかを考える

表 4　親の住宅に住み続ける予定の影響の推定

被説明変数 : 自己負担による持ち家への遷移確率
OLS 2SLS

係数 （標準誤差） 係数 （標準誤差）
相続した住宅に住む予定ダミー −0.0439 （0.0067）*** −0.4112 （0.1555）***
世帯年収（1000 万円） 0.0277 （0.0075）*** 0.0445 （0.0120）***
大卒ダミー −0.0087 （0.0074） −0.0112 （0.0084）
女性ダミー −0.0025 （0.0064） −0.0267 （0.0121）**
年齢 −0.0065 （0.0018）*** −0.0014 （0.0030）
年齢の二乗 /100 0.0058 （0.0017）*** 0.0003 （0.0029）
配偶者ダミー 0.0223 （0.0072）*** −0.0053 （0.0150）
孫の数 0.0006 （0.0030） −0.0021 （0.0036）

N 7,916 7,411
クラッグ・ドナルド F 検定統計量 - 9.853*
過剰識別検定の検定統計量 - 0.787

（出所）日本家計パネル調査 / 慶應義塾家計パネル調査 2005 - 2017 年版
（注 1）括弧内の標準誤差の値にはホワイト修正を行っている。
（注 2）*, **, *** はそれぞれ 10%, 5%, 1% の有意水準を示している。
（注 3）説明変数は表中のもの以外に子供世帯の居住地域、子供世帯の居住地域の都市規模をそれぞれダミー変数として用い

ている。
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につながるだろう。

　欧米と比較した場合、日本においては、中古

住宅市場は現在に至るまであまり普及していな

い。そのため、既存住宅が利用されることはな

く、これまでの新たな持ち家の取得は、住宅着

工を通じて、新規の住宅ストックの蓄積につな

がってきた。しかし、上記のような住宅需要の

変化を考えれば、新規の持ち家需要は少なくな

るだろう。経済産業省が公表した 2009 年の産業

活動分析においては、若年世帯の住宅の取得数

が、経済的属性や人口動態から予測される値よ

りも、下回っていることが示されている。上記

の議論を踏まえれば、この要因として、将来の

親の住宅の相続による影響がすでに表れている

ことが考えられる。

　また、相続することを前提としたときに親の

家に住む理由としては、住宅にかかる支出を節

約するとともに、相続にあたり小規模宅地の特

例を利用しようとしていることが考えられる。

平成 27 年の相続税改正では、相続税の基礎控除

が 5,000 万円から 3,000 万円に縮小され、また小

規模宅地の特例の適用範囲が拡大している。将

来的に少子化の影響を考えると、兄弟数の減少

により、一人の子供が相続する金額は増大する

ことが考えられる 。これらのことを踏まえれば、

将来住宅を相続する子供は、小規模宅地の特例

の利用をより強く意識し、今以上に親の家に住

むようになることが予想される。今後の研究課

題としては、相続する住宅が相続税の課税対象

になるか否かで場合分けを行う等して、相続税

の存在について具体的な考慮を行い、税制が住

宅需要に対して明示的にどのような影響を与え

ているかについても分析を行いたい。

されたクラッグ・ドナルド F 検定統計量は 9.853

であり、検定から弱操作変数であるという帰無

仮説は有意に棄却されている。また、過剰識別

の検定においては、操作変数の有意な内生性は

得られなかった。これらの検定の結果からは、

今回の操作変数に関しても統計上有意な問題は

見られなかった。

　相続した親の住宅に住む予定の効果について

は、両推定において負に有意な効果が表されて

いる。相続期待の効果と同様に、相続した住宅

に住む予定が有ると、子供世帯は自ら費用を負

担して持ち家を取得することはしなくなること

が示唆されていることになる。加えて、OLS で

はこの相続期待の効果は、予定が無い世帯と比

較して、平均的に 4.4% ほど自ら費用負担した

持ち家に遷移する確率を下げることが示されて

いる。これに対して 2SLS では、この効果はお

よそ 41.1% となっており、非常に大きな効果が

あることが示されている。表 3 の相続期待の効

果の推定と同様に、内生性について考慮しない

場合には、住む予定の絶対的効果を少なく推定

してしまうことになる。これらの結果から、相

続した親の住宅に住む予定は相続期待と同じよ

うに、遷移確率に対して負に有意な結果が与え

られ、またより大きな効果があることがわかる。

ゆえに、相続期待の効果は、相続した住宅に住み、

費用を削減しようとする子供世帯の考えに由来

することが示唆されている。

4　結論
　近年の少子化による兄弟数・孫の減少および

高齢者世帯の高い持ち家率といった住宅市場を

とりまく環境と、第 3 節で推定された結果を併

せて考えてみる。兄弟数の減少から、子供が親

の住宅を相続する確率は高くなり、このことは

自分で持ち家を取得しないで親の家に住むこと
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番号をお答えください。」という質問を行い、1. す

べて自己資金（ローンを含む）で購入した、2. 親

から一部資金援助してもらった、3. 親との共同名

義で購入した、4. 親から贈与された、5. 親から相

続した、6. 住宅金融公庫から借り入れた、7. 親な

ど家族名義の家に住んでいる、8. その他、という

8 つの選択肢から、それぞれ住宅と土地について

1 つの選択肢を選んで回答する形になっている。

10）本稿では対象者の親から見た続柄で表記を統

一する。

11）注釈 9 の取得方法に関する調査の選択肢から、

住宅と土地の両方で 1 もしくは 6 と回答している

者を子供世帯の費用負担による住宅の取得とみな

している。また、住宅と土地の両方で 7 と答えて

いる者を親の費用負担による持ち家住宅に居住し

ているとした。
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